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は　じ　め　に
　ジャカルタ・バンドン高速鉄道プロジェクト
（Proyek Kereta Cepat Jakarta-Bandung）は，
ASEAN 初の高速鉄道建設として，注目を集め
ている。この整備計画は，首都ジャカルタと第
三の都市とよばれるバンドン間の約143キロを，
新幹線並みの高速で走る専用軌道及び関連施設
建設を行うもので，「ジャワ回廊」（Koridor 
Jawa）における連結性の向上に寄与すること
が期待されている。それゆえ，このジェクトは
ジョコ・ウィドド（Joko Widodo）新政権に
よってさらに進展すると思われた。しかし，こ
の計画は政権の決定事項として順調にスタート
したわけではかった。
　この計画は，スシロ・バンバン・ユドヨノ
（Susilo Bambang Yudhhoyono）前政権から続
くインフラ整備の中で位置づけられていた。し
かし新政権の経済政策は，重要であるが優先度
が低いと判断されたプロジェクトは，例え前政
権からの継続案件であれ凍結または中止も辞さ
ないという姿勢で臨んでいるのが特徴である。
その背景には，長年外国援助を受け入れ，その
資金を開発資金としてインフラ整備などに充て
てきたインドネシア支援国会合（Consultative 
Group for Indonesia: CGI）を2007年に解散さ
せた影響もある。政府債務を削減させながら財
政基盤の強化を図り，自立した経済運営の確立
を目指すジョコウィ政権は，民間資金などを活
用したインフラ投資によって，整備を進めよう
としている。
　本稿で取り上げるジャカルタ・バンドン高速
鉄道プロジェクトも，国家予算を投入しない案
件として位置づけられ，その後さらに政府保証
を付与しないなどの条件や基準も追加された。
　こうした背景に鑑み，本稿の目的は高速鉄道
の受注に至るプロセスを，政府のインフラ政策
から明らかにすることにある。さらに，受注後
の動向を現地視察調査から検討する。その理由
は，2016年 1 月の起工式以降，工事の進展が具
体的に報じられることもなく，遅々としている
状況が継続しているからである。
　インフラプロジェクトは，いかにして着工を
計画通りに進められるかが重要である。しかし，
鉄道のように多くの自治体にまたがる広域的な
インフラプロジェクトでは，着工に向け，各自
治体との交渉や調整，あるいは空間計画法が定
める都市計画や開発計画に必要な条件を満たす
など，多くの課題が待ち構えている。なかでも
大きな課題は用地の取得である。用地は沿線自
治体が管理する土地もあれば，企業や住民が所
有する民有地もある。これらの取得には，交渉
が長期間に及ぶことで高額の補償が求められる
ことも多い。2017年 9 月末の時点で収用率が
54.5％にとどまっていることや，中国と合意し
た融資が予定通り執行されない状況にあること
から，本格的な着工にはまだ時間を要すること
が予想される。進捗に変化がみられないことか
ら，政府は2018年 1 月からプロジェクトに対す
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る再評価を行なうとの報道もなされている。
　そこで筆者はナショナル大学客員教授のアフ
マド・ザキ（Ahmad Zaki）氏と，2017年 3 月
及び 9月の 2回，現地視察を実施した。現場は
プロジェクトの実態や課題を映す鏡であると考
え，視察とともに沿線住民及び在来線駅関係者
への聞き取りも行なった。このプロジェクトで
は 4駅が建設されるが，そのうち 3駅を視察し
た。ジャカルタ特別州側の発着駅となる東ジャ
カルタのハリム（Halim），2016年 1 月にジョ
コウィが起工式を行なった西バンドン県のワリ
ニ（Walini），及びバンドン側の発着駅となる
バンドン県トゥガルルアル（Tegal Luar）がそ
れである。 2回の視察を通じて，進捗状況に大
きな変化を見ることができなかったことを確認
した。その最大の要因が用地の取得であり、多
くの時間を要していることが明らかとなった。
　なお，本プロジェクトは中国による融資がま
だ実行されていない段階の考察である。従って，
今後ブレークスルーといった事態もあり得る。
それによる新たな進展や課題については，再度
視察等を通じて考察を加えたい。
1．　インドネシアにおけるインフラ政策の
枠組み
　成長戦略としてインフラを重視する姿勢は，
ユドヨノ前政権から続くものであり，経済開発
計画において強調されている。この開発計画
には長期及び中期があり，それぞれのビジョ
ンとミッションに基づき策定されている。長期
政策とは，20年にわたる開発政策の方向性を示
すもので「国家長期開発計画2005－2025：
RPJPN」（2007年 2 月）として，ユドヨノ前政
権から引き継がれている1）。中期政策は，長期
計画との整合性に考慮しながら 5年間で優先さ
れるべき政策を「2015－2019中期開発計画：
RPJM」（2015年 1 月）として策定している2）。
RPJM では定量的目標が設定され，計画の実現
を強調している。これらの長・中期計画は，中
央政府の実施機関及び国家及び州・県レベルに
おける空間計画が補完することで，円滑な経済
開発の推進を支援している。
　一方，ジョコウィ政権による経済政策は，「政
権公約文書」（2014年 5 月）3），及び「RPJM」
が基本となる。
　前者は，ジョコウィの政策姿勢を明確にした
公約文書であり，その考えをトリサクティー
（Trisakti）及びナワチタ（Nawa Cita）といっ
た表現を使って説明している4）。インフラ整備
については，16の経済分野のクアクション・プ
ログラムの 9番目で示され，具体的に40もの政
策が示されている。
　後者は，ジョコウィ就任後から程なくして公
表されたもので，大統領による政治的なコミッ
トメントとして位置づけられる。この開発計画
では，電力，道路，海運・港湾及び住宅がイン
フラの重点分野として取り上げられている。政
策の実施にあたっては，ジオ・エコノミー
（Geo-Ekonomi）やジオ・ポリティックス（Geo-
Politik），あるいは海洋国家（negara maritim）
といった地政学的な視点を重視しながら取り組
もうとする点が特徴である5）。
　経済政策は両文書に基づき展開されるが，管
轄省庁などから個別の政策や計画が公表される
ことも多い。インフラに力を入れるジョコウィ
政権は，12のインフラ分野に対する具体的な数
値目標を設定し，地域に必要とされるインフラ
投資について明らかにした「地域及び地域間イ
ンフラ連結性」（2014年12月）を公表している6）。
個別のインフラ整備計画としては，運輸省の
ワーキング・グループが「ジャカルタ・バンド
ン高速鉄道マスタープラン」（2016年11月）を
公表している7）。
　さらに，上位計画である長期及び中期開発計
画を補完する計画も策定され， 2つの大きなイ
ンフラ整備計画が実施されている。「2011－
インドネシアにおけるインフラ政策の展開 19
2025経済開発加速化及び拡大マスタープラン」
（MP3EI，2012年11月）8），及び「ジャカルタ首
都圏投資促進特別地域戦略プラン」（MPA，
2012年11月）9）がそれである。
　MP3EI は，日本政府と共同で策定した計画
である。この計画は国内を 6 つの経済回廊
（koridor ekonomi）として設定している点が特
徴で，電力，道路及び鉄道インフラの整備によ
る経済活性化と連結性の向上を目指すものであ
る。「地域及び地域間インフラ連結性」計画も，
この MP3EI に基づいている。
　一方，MPA は，経済を牽引する首都圏地域
における一層の成長を目指し，インフラを整備
するものである。この計画も MP3EI と同様，
両国によって合意がなされたされたもので，20
の優先事業及び18の早期実施事業を選定した
「MPA マスタープラン」が公表されている。そ
の中には，ジャカルタ都市高速鉄道（Jakarta 
Mass Rapid Transit: MRT）など，中期開発計
画でも強調された優先事業も多い。なお，
MPA の策定では JICA が大きな役割を果たし
ており，優先すべき事業のリストアップとその
実施について支援を行なっている。ジャカル
タ・バンドン高速鉄道の提案も，この MPA 作
業部会による議論を通じて提案された案件であ
る。
　このように，インドネシアの経済開発計画に
おいて日本政府が深く関与していることから，
その強みを生かして MPA 事業案件を受注して
ゆくことは，計画から建設，管理及び運営を一
括して輸出するというインフラ輸出戦略に適う
取り組みといえる。なお，この日本のインフラ
戦略とは，2009年の麻生政権下から本格化した
パッケージ型インフラ輸出戦略のことであり，
安倍政権の日本再興戦略に基づく官民一体と
なったインフラシステム輸出戦略につながるも
のである。
2．　インフラ開発の課題─旺盛な需要と資
金調達─
2．1　物流コストと連結性
　交通インフラが整備されることで，事業者は
生産物を効率的に輸送するためのスピードとコ
ストにおいて，また国民は効率的な移動手段と
選択肢が広がる点において，多くのメリットを
享受することができる。政府は，陸と海の物流
ネットワークの構築が連結性を向上させ，地域
の自律的発展につながることを期待している。
　その背景には，高い物流コストが一向に解消
されないという事業者からの根強い批判がある。
例えば，世銀の物流パフォーマンス・インデッ
クス（Logistics Performance Index）によれば，
2016年における世界ランキングでインドネシア
は63位で，2014年の第53位からランクを下げて
いる10）。また，物流コストの GDP 比について
商業省による調査報告書では，2004年から2011
年の間の平均が26.65％だと述べている11）。イ
ンドネシア物流・貨物取扱業者協会（Asosiasi 
Logistik dan Forwarder Indonesia: ALFI）は，
2017年の物流コストは23.5％に低下したが，シ
ンガポール（8.1％）及びマレーシア（13％）
に比べるとまだ非常に高いと指摘している12）。
さらにインドネシア全国輸入業者連合
（Gabungan Importir Nasional Seluruh Indonesia: 
GINSI）は，30％に達していると報告している13）。
　RPJM によれば，GDP の23.5％を占める物
流コストを 5 年間で19.2％まで下げることを目
標としている。交通輸送インフラは，こうした
点からも重視されており， 5年間の整備目標が
与えられている。例えば港湾整備では，国内に
24港を新設してロジスティック機能を高め，
ターミナルへのネットワーク化を目指している。
陸上交通については，その要である高速道路を 
1,000 km，一般道を 2,650 km 建設する計画で
ある。
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　このように，交通インフラといったハード・
インフラを物理的に整備してゆくことが，競争
力の向上と経済の強靭性に資すると，ジョコ
ウィ政権はみているのである。
2．2　国家戦略プロジェクトと急増するインフ
ラ予算
2．2．1　大統領令に基づく国家戦略プロジェ
クト
　政府のインフラへの取り組みは，毎日のよう
に現地メディアによって報道されており，国民
的な関心事となっている。
　インフラ政策へのジョコウィ政権の本気度
は，「RPJM」や「地域及び地域間インフラ連結性」
計画に基づくプロジェクトから垣間見ることが
できる。国家が優先して取り組むインフラは，
「国家戦略プロジェクト」（Proyek Strategis 
Nasional: PNS）として大統領令によって定め
られている14）。2016年には225のプロジェクト
が，2017年には245のプロジェクトが選定され
ている。その中でも優先度が高いと判断された
プロジェクトを「優先プロジェクト」として選
定している。2017年には37プロジェクトが選定
されている。この選定は経済調整大臣令に基
づき，投資調整庁（BKPM），国家開発企画庁
（Bappenas），公共事業省及び財務省など，省
庁横断組織で構成される優先インフラ実施促進
委員会（KPPIP）によって定められる15）。
　2017年時点で必要とされる投資額は4,197兆
ルピアである。その内訳は国家予算が525兆ル
ピア，国営／地方公営企業が1,258兆ルピア及び
民間部門が2,414兆ルピアである。政府はプロ
ジェクトで必要とされる資金の約 6割を，民間
投資によって賄うことを目指している。これを
経済回廊別で見ると，ジャワ（Jawa）が93プロ
ジェクト（1,065兆ルピア），スマトラ（Sumatera）
が61プロジェクト（638兆ルピア），カリマンタ
ン（Kalimantan）が24プロジェクト（564兆
ルピア），マルク／パプア（Maluku/Papua が
13プロジェクト（444兆ルピア），スゥラベシ
（Sulawesi）が27プロジェクト（155兆ルピア），
およびバリ／ヌサトゥンガラ（Bali/Nusa 
Tenggara）が15プロジェクト（11兆ルピア）
となっている。また，全土に及ぶ12プロジェク
ト（264兆ルピア）と 2つのプログラム（1,056
兆ルピア）がある。このように回廊別で見る限
り，プロジェクトの数と金額においてジャワが
最大である。しかし，スマトラやスゥラベシを
はじめとした外島への投資が目立っており，
ジョコウィ政権の意図を反映した投資内容と
なっていることがわかる。
　政府の定める戦略プロジェクトは16部門に分
類されているが，その中でも交通インフラを代
表する高速道道路及び一般国道のプロジェクト
数と金額は突出している。高速道路は69プロ
ジェクトが計画されているが，ジャワとスマト
ラが多い。特にスマトラでは，北のアチェから
ランプンを結ぶスマトラ縦断高速道路（Trans 
Smatera）プロジェクトが注目されている。鉄
道は15プロジェクトで2016年よりも 3プロジェ
クト増加しているが，ともに外島でのプロジェ
クトが大半である。ジャカルタ・バンドン高速
鉄道も2016年に続き，このリストに入っている。
この点について国家予算を使わず政府保証も付
与しないプロジェクトに対し，国家戦略プロ
ジェクトのリストに入れることへの異論も政府
内であったとされるが，政府の意図をここで垣
間見ることはできない。
　一方，「ジャカルタ・スラバヤ鉄道」（Kereta 
Api Jakarta-Surabaya）が2017年の戦略プロジェ
クトとして新たにリスト入りしている。この鉄
道を高速鉄道として新たに整備するのか，ある
いは既存路線の再生プロジェクトとして実施す
るのかについては，政府によるプロジェクトの
選定のタイミングや，事業実現可能調査が開始
され日本政府との接触を求めていた時期などか
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ら，高速鉄道ではなく鉄道という標記になった
ものと思われる。新設空港については， 3空港
が計画されているが，そのひとつに西ジャワ州
のクルタジャティ（Kertajati）空港がある。こ
の空港は現在建設中であるが，ジャカルタ・バ
ンドン高速鉄道と結ぶ案が浮上している。港湾
開発については，10プロジェクトが進行中であ
るが，その中でも国内最大規模の国際貿易港開
プロジェクトがパティンバン（Patimban）港
である。多くの日本企業が進出している東部
ジャカルタ工業団地に近いことや，トヨタなど
の強い意向もあり，実現した案件である。
2．2．2　増大するインフラ予算
　このように，交通輸送分野が多くを占めるイ
ンフラプロジェクトであるが，対象分野が多岐
にわたっている。RPJM によれば，2015－2019
年の間に必要とされるインフラ整備資金は5,519
兆ルピアと試算する。この資金需要を満たす調
達先を国家及び地方予算（50.02％），国営企業
（19.32％）及び民間部門（30.66％）としてい
る16）。民間部門の割合が少ないが，政府の財政
規模からみても，また前政権がそうであったよ
うに，実際は 4－ 5割を民間部門による調達に
依存せざるをえない状況にあり，先に述べた
KPPIP による試算がより現実に即していると
思われる。
　政府も国家予算に占めるインフラ財源の確保
のために，就任後すぐに燃料補助金削減を実施
して約100兆ルピアの予算を積み増ししたことや，
投資許認可を効率的に行なう「ワンストップ・
サービス」や PINA などの政府予算を使わない
スキームの実施などにより，具体的な成果につ
なげようとしている17）。ジョコウィ自らも国際
会議の場を活用して経済外交を積極的に展開し
ている。しかしこうした取り組みですら，政府
予算ではその 3割程度しか満たすことができな
い。従って，PPP など，官民連携による民間資
金を活用しながらインフラ整備を進めることが
求められている。
　民間部門へ資金を求めるためには，投資が促
されるような魅力的なインフラ案件を組成する
ことが求められる。本稿はその技術論に立ち入
るものではないが，東南アジアでは，PPP 事
業の実現に向けた制度構築や環境整備が十分で
ないこと等から，実現した事例は少ないようで
ある。
　インドネシアでは大規模なインフラ計画の下，
増大するインフラ需要とそれを賄う資金調達の
狭間で，政府は厳しい対応を迫られているのが
現実である。それは国家予算に占めるインフラ
予算の急増となってあらわれている。例えばユ
ドヨノ政権期の2009年ではわずか8.2％（76兆
3,000億ルピア）に過ぎなかったが，ジョコウィ
就任の2014年は8.7％（約178兆ルピア），2015
年は14.2％（約290兆ルピア）と政策の本格的始
動により急増している。その後も上昇し続けて
おり，2016年は15.2％（約317兆ルピア）そし
て2017年は18.6％（約387兆ルピア）と，国家
予算の 2割を占めるまでになっている。
　その結果，国道建設においてユドヨノ政権10
年間（2004－2014）では，4,770 km の国道と 
420 kmの高速道路建設という成果に対し，ジョ
コウィ政権のわずか 2 年（2014－2016）で， 
2,225 km の国道と132 km の高速道路建設とい
う成果を上げている20）。
　しかし，目標達成には資金調達がやはり鍵と
なる。政府の最近の取り組みとして，資金調達
を国家予算に依存せず，民間部門による投資資
金や PPP を活用しながら進めたいとする政府
の努力として，2017年 2 月に導入したインフラ
プロジェクト整備資金調達スキームとしての
PINA がその一例であろう21）。
　PPP スキームを推進したい政府にとって，制
度設計が他の ASEAN 諸国よりも早かったもの
の，本格化したのはユドヨノ前政権からであっ
た。これまで，インフラ投資は GDPの5－ 6％
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前後で推移していたが，政治の混乱や経済危機
などもあり，1998年から2004年には， 2％程度
までに落ち込んでいた。その間，土地収用のた
めの法整備や包括的な金融支援策などによって
投資環境の改善と民間部門による投資促進の基
礎が，次第に構築されつつあるのが，インドネ
シアの現状である。
3．　高速鉄道プロジェクトの計画と推進
─その背景─
3．1　初期の高速鉄道整備計画
　高速鉄道プロジェクトが内外のメディアで取
り上げられ世間の耳目を集めるようになったの
は，ジョコウィ就任後と言ってよい。しかしそ
の整備は前政権から続く議論のなかで提案され
た案件である。
　インドネシアの高速鉄道整備は，その計画段
階から日本政府が深く関わっている。インドネ
シア政府は増加の一途をたどる自動車による渋
滞や環境への影響などに鑑み，鉄道の再評価作
業を行っていた。日本政府もその検討に加わっ
ていたこともあり，鉄道整備の一環として，首
都ジャカルタと第二の都市スラバヤ（Surabaya）
を結ぶ高速鉄道の提案を行なっている（2008
年）。この時，フランスや韓国がすでに自国の
高速鉄道システムの導入提案を行なっていたこ
ともあり，日本政府としても新幹線などの優れ
た鉄道技術を活用することで，インドネシアに
おける日本企業の投資環境の改善や技術的優位
性を主張できると考えた22）。高速鉄道の導入効
果についても，ジャワ島北岸に点在する各都市
が線上の一体化した地域として経済活動を展開
することで，地域全体の経済発展に貢献し得る
と考えていた23）。
　鉄道の再評価と整備計画は，運輸省鉄道総局
による「国家鉄道マスタープラン」（National 
Railway Master Plan）として公表され（2010年
4 月），ジャカルタ・スラバヤ間を結ぶ高速鉄
道路線もこの中で提案された24）。この整備計画
について，経済産業省は旅客専用高速鉄道とし
て 9 年をかけ685キロの路線を建設し，それに
よって 9時間以上を要する現行の所要時間（特
急利用）を，3時間以下で結ぶ提案を行なった。
しかし， 2 兆1,368億円という巨額の総事業費
がネックとなり，その後計画が見直されたとい
う経緯がある25）。
　これが，初期の高速鉄道計画であった。その
後，巨額投資や採算性など，計画を進める上で
考慮すべき点などに鑑み，インドネシア政府は
ジャカルタ・バンドン区間の高速鉄道整備事業
を第Ⅰ期整備区間として先行整備する方針を打
ち出した26）。日本政府はこの時点で明確な提案
を行なったわけではなく，その実現可能性に向
けた調査を開始した。この調査を受けてインド
ネシア政府は，ジャカルタ・バンドン区間ない
しバンドンから先の延伸の可能性について，よ
り詳細な調査を日本政府に対して要請した27）。
なお，2011年の経済産業省による調査報告書で
は，ジャカルタ・バンドン間の最適なルート設
定とともに経済財務分析などの技術的な検討を
通じて，選定整備区間のより詳細な事業手法の
検討調査が実施された。
3．2　MPA の優先事業として位置づけられた
ジャカルタ・バンドン高速鉄道整備計画
　日本による調査結果などを踏まえ，ジャカル
タ・バンドン高速鉄道整備計画は次のステップ
に向けて前進することとなった。この整備計画
が，日本とインドネシア両国で推進する「ジャ
カルタ首都圏投資促進特別地域（MPA）」の優
先事業の一つとして位置づけられたからである。
具体的には，2012年10月 9日の「MPAマスター
プラン」策定に基づく両国による承認である。
その取り組みは，2010年12月10日の「首都圏投
資促進特別地域構想にかんする協力覚書」の署
名からスタートしている28）。その後，JICA に
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よる MPA 構想推進のための「マスタープラン
調査」が2011年 5 月より開始し，優先事業実施
のための調査がなされた29）。
　その後，何度かの運営委員会が開催され，第
3 回の運営委員会によって「MPA マスタープ
ラン」として承認がなされたのである，このマ
スタープランでは，45件を優先事業として2020
年までに完工を目指すことを承認し，そのうち
18件を早期実施事業として2013年末までに着工
を目指すこととなった。事業資金については，
2020年末までに約410兆ルピア（約3.4兆円）
を要するとの試算も出された30）。このとき，
ジャカルタとその近郊都市を結ぶ新たな経済回
廊の構築のための「新国際空港を経由するジャ
カルタ・バンドン高速鉄道の整備」として提案
がなされ，資金調達スキームや建設費等も示さ
れた31）。その他にも，現在，日本政府の協力に
より進められているジャカルタ都市高速鉄道
（MRT）やジャカルタ LRT（軽量鉄道）も優先
事業として承認されている。
　高速鉄道の整備に向けた両国の合意は，2013
年12月11日の MPA 第 4回運営員会において，
高速鉄道整備が連結性向上に資するとして，そ
の事業化調査支援を開始することで一致したの
である32）。
　このように，ジャカルタ・バンドン間の高速
鉄道整備計画は両国の協力の下に計画され，日
本政府はその実現に向け，大きな役割を果たし
ていたことがわかる。ユドヨノ政権がこの計画
を承認した理由については，MP3EI における
経済回廊モデルがその手がかりとなろう。
　この経済回廊モデルはすでに触れたように，
国内を 6つの地域をそれぞれ「経済回廊」とし
て定め，各地域の特性を生かした産業育成など
の地域振興を推進しようというものである33）。
　例えば，「ジャワ回廊」は国家経済の中心と
して，多様なサービスの提供と促進が目標とさ
れている。この点に鑑みると，ジャカルタ・バ
ンドン高速鉄道の整備も，回廊開発を担うプロ
ジェクトとして位置づけることは十分可能であ
る。むしろ，ジャワには経済の中核を担う首都
ジャカルタをはじめとした大都市が存在し，急
増する人口と深刻化する交通問題など，人やモ
ノが円滑に機能しうるような首都機能の構築が
急務となっている。高速鉄道もその役割を担う
と考えられたからこそ，前政権より整備計画が
進められたものと考えられる。首都圏では現在，
ジャカルタ MRT の完成に向け建設が急ピッチ
で行なわれているし，2017年12月26日には，ス
カルノ・ハッタ国際空港ターミナル 3とジャカ
ルタ市内を結ぶ「スカルノ・ハッタ空港鉄道」
（Kereta Bandara Soekarno-Hatta）が完成し，
一般向け試験運転も始まった。都市機能を高め
るためのインフラニーズは依然として高く，現
在もさまざまなプロジェクトが実施されてい
る34）。
4．　高速鉄道整備計画の重要な契機となった
日中訪問
　以上の考察から，経済政策の中核を成してい
るのがインフラであると理解できる。その資金
需要を政府や国営企業が担うこととなるが，と
てもすべてを賄うことができるものではない。
そのためジョコウィは就任後から半年が経過し
た2015年 3 月，インドネシアと経済関係の深い
日本と中国を訪問し，二国間会談を通じて経済
協力を要請した。
　ジョコウィは， 3月22日から25日まで日本に
滞在し，25日から28日まで中国に滞在した。両
国において精力的な視察・交渉を展開したジョ
コウィであったが，視察直前に地元誌に対し，
訪問目的は投資・ビジネス分野における二国間
協力の緊密化にあり35），日本は最大の投資国で
あり，中国は投資拡大能力において最も期待さ
れる国だと述べており36），両国を重視した発言
を行っている。
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　この訪問は，インドネシアへの経済協力を求
めるものであり，高速鉄道整備への具体的な協
力を求めるためのものではなかった。とは言え，
この両国の訪問を通じて，ジョコウィは高速鉄
道整備の可能性を探っていたのは確かである。
結果として，中国滞在中の27日に建設に向けた
覚書が交わされたが，それは両国の訪問を通じ
たジョコウィによる総合的な判断と考えたほう
が適切と思われる。
　23日の安倍首相との会談では，1,400億円（12
億ドル）のインフラ整備のための借款供与の方
針がなされた37）。翌日のビジネスセミナーでは，
政治的な安定がもたらす投資先としての魅力に
ついて説明を行い，日本企業に利益をもたらす
外島開発のための経済特区建設への投資を呼び
かけた。一方でジョコウィは，「インドネシア
が戦略的な生産拠点となることを日本に対して
求めてゆく」と述べている38）。これはインドネ
シアが単なる市場としてではなく，自動車部品，
電気及び自動車などの輸出促進の生産拠点を目
指しているという重要なメッセージであり，そ
のための協力を日本に求めるものである。
　高速鉄道に関しては，「高速鉄道の建設を決
めるつもりであるが，それがジャカルタ・バン
ドンあるいはジャカルタ・スラバヤになるかは
分からない」と述べるにとどまっている39）。
　ジョコウィはトヨタ本社も訪問した。豊田章
男社長に対し，インドネシアが輸出サービスの
拠点となることを求め，現在年間20万台の輸出
を， 3倍強の70万台の輸出を目指すとの約束が
交わされた40）。この背景には，2016年 2 月に両
国で合意した西ジャワ州パティンバン港
（Pelabuhan Patimbang）の建設がある。これは
国内最大規模の港湾開発プロジェクトであり，
2017年11月に第一期建設に1,189億円が日本政
府より供与された。2019年 4 月には自動車ター
ミナルの一部の開港が予定されている41）。パ
ティンバン地区から70キロに位置したチカン
ペック高速道路（Jalan Tol Cikampek）沿いに
立地する東部工業団地は，トヨタを初めとした
日本企業が数多く進出しており，新港建設によ
る円滑なアクセスによる貨物輸送の拡大などを
通じた投資促進のための重要な位置づけがなさ
れている。ジョコウィはこの新港を最大限活用
して，生産と輸出の増加を望んでいるとされる。
このように，ジョコウィの日本に対する要望は，
インドネシアの製造業の発展を牽引するビジネ
スへのさらなる投資を求めていた点にある。
　一方，中国を訪問したジョコウィの経済協力
への要請は明確であった。26日に中国の李国強
首相と会談し，高速鉄道プロジェクトを含むい
くつかのインフラ投資案件へのアプローチを行
う一方，中国はインフラや漁業部門への投資コ
ミットメントを行った。さらに，中国鉄路指令
センター長らと北京の大量輸送システムや連結
性について議論を行い，関連施設の視察を行っ
た。特に，北京中心部と北京首都国際空港とを
結ぶ北京空港特急のアクセスに感心したとい
う42）。このように，中国訪問は主に鉄道を中心
とした交通輸送インフラとそのシステムづくり
にかんする交渉や視察であった。
　この両国の訪問を通じて，日本と中国に対し
て要請した協力の中身が大きく異なるとことが
わかる。日本に対しては，工業化の実現など，
長期にわたるこれまでの役割の大きさに鑑み，
引き続き自動車及び自動車関連産業，電気・機
械分野への投資を通じた経済協力を求めている
こと，また，市場としてのインドネシアではな
く，生産拠点としての理解を求めた点も重要で
ある。すなわち，ジョコウィの日本に対する期
待は新幹線ではなく，持続的な経済成長に繋が
る工業分野への投資であり，そのための経済協
力であったといえる。
　一方，中国に対するジョコウィの態度は明確
であった。中国側もそれを理解していたように
思われる。中国政府は高速鉄道をはじめとした
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鉄道整備計画への具体的なアプローチを積極的
に行ったのが特徴である。ジョコウィも中国の
高速鉄道輸出の実績を踏まえ，インドネシア導
入への可能性とともに，鉄道ネットワークの具
体的なイメージと効果を，先行する中国訪問を
通じて確認した。インドネシアと中国は経済規
模や人口こそ異なるが，ともに急成長している
大国であり，その途上で生じる課題には共通点
も多い。ジョコウィはその取り組みにおいて先
行する中国を参考にしたいとの判断があったも
のと思われる。訪問を通じて，急増する人口と
それがもたらす交通ネットワーク上の隘路をど
のように改善してゆくか，中国の取り組みは非
常に参考となったに違いない。
　ジョコウィは高速鉄道整備の必要性を感じて
はいたが，中国との二国間会談を通じて，課題
克服に向けた具体的な前進があったからこそ，
滞在中の27日にインドネシア国営企業大臣のリ
ニ・スマルノ（Rini Soemarno）と中国国家発
展改革委員会主任の徐紹史（Xu Shaoshi）との
間で，高速鉄道の実行可能性調査を500万ドル
でスタートする覚書を交わしたのである。
　高い品質と安全性を誇る日本の新幹線も，イ
ンドネシア政府が置かれた経済社会環境にに鑑
みると，日本の提案する条件では総合的にみて
難しいとの判断がなされたと思われる。
　その後，中国は日本が驚くような入札書をイ
ンドネシア政府に提出した43）。
5．　日中による受注取り組みと中国の落札
5．1　水面下で進められた中国高速鉄道整備交
渉と中国の意図
　このように，中国による高速鉄道受注への姿
勢は，事業可能性調査の覚書を交わしたことで
鮮明となった。この覚書への署名は，具体的な
取り組みに向けた第一歩ではあるが，この署名
はそれ以上の意味を持っていたと考えられる。
　なぜならば，両国による高速鉄道建設に向け
た水面下での協議ないし交渉は，ジョコウィ就
任後，すでに始まっていたと考えられるからで
ある。例えば，就任間もない国際会議への出席
がそれである。ジュコウィにとって，新政権に
よる外交戦略や経済政策に対する考えを明らか
にする絶好の機会となるからである。
　新興国として存在感を高めているインドネシ
アと，経済大国としての自信を深めつつある中
国がこうした会議を利用して互いの利益のため
に接近するのは，ごく自然であり，むしろ両国
はそれを望んでいたと考えるべきであろう。そ
して両国をつなぐ場がジョコウィ就任間もない
2014年11月に開催された 3つの会議であった。
すなわち，「APEC 閣僚会議」（11月 7 － 8 日，
北京），「ASEAN 首脳会議」（11月12－13日，
ミャンマー）及び「G20首脳会議」（11月15－16
日，オーストラリア）がそれである。APEC 会
議では，習近平との会談でアジアインフラ投資
銀行（Bank Investasi Infrastruktur Asia: AIIB）
の設立を支持するとともに，設立への参加を表
明し，翌年2015年 6 月には正式署名を行なって
いる44）。
　ASEAN 首脳会議でジョコウィは，「世界の
海洋の枢軸」構想（World Maritime Fulcrum/
Global Maritime Axis）すなわち海洋国家構想
を発表した。このドクトリンは，政権公約文書
に基づく海洋をキーワードとした国づくりの方
針を示すものである。翌年 3月の中国訪問時に
ジョコウィは，中国の「新たな海洋シルクロー
ド」（New Maritime Silk Road/Jalan Sutra Laut 
Baru）構想を，インドネシアの海洋国家構想を
補完するものだとして強力にバックアップする
とした。両国をつなぐ場は2015年 4 月22日から
24日にインドネシアで開催された「アジア・ア
フリカ会議」（Konferensi Asia Afrika: KAA）な
ど，公式な場での接点は多かったと言えよ
う45）。
　重要な点は，その過程で両国による二国間協
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議が行なわれたことにある，両国による経済関
係構築過程の延長線上において，ジャカルタ・
バンドン高速鉄道整備計画も浮上した。ジョコ
ウィは就任後，高速鉄道に国家予算を投入しな
いことを明らかにしていただけに，中国との接
点は整備計画を再び前向きに検討する契機と
なった。勿論，中国も相応の戦略的意図があっ
たのは言うまでもない。
　高速鉄道プロジェクトに中国という新たなプ
レーヤーの登場によって，先行する日本も安閑
としてはいられない状況となった。中国はジョ
コウィが国づくりを進める上で何を求めている
のかを，よく観察していた。さらに言えば中国
は，スハルト体制以後の民主化過程におけるイ
ンドネシアの政治経済の変化を冷静に分析して
いた。経済関係は1999年のアブドゥルラフマ
ン・ワヒド（Abdurrahman Wahid）政権以降，
次第に改善されていったものの，二国間関係に
ついてはそれほど進展していったわけではな
かった。
　では，中国の意図はどのようなところにある
のであろうか。そのヒントとなるのが中国によ
る広域的経済連携戦略としての一帯一路戦略に
ある。すなわち，インドネシアが地政学的にも
戦略的重要性があると認識しているからこそ，
両国の関係を深めかつ強化する必要があったと
考えられる。その取り組みは，カザフスタンで
の演説（2013年 9 月）だけでなく，インドネシ
アでも国会で演説（2013年10月）を行なうこと
で，新たな中国との関係強化の構想を提示した
といえる。中国のこうした演説はその後，一帯
一路として国内外で強力に宣伝されることにな
る。中国の戦略性に注目すると，ジャカルタ・
バンドン高速鉄道整備は複雑な意味合いを帯び
てくる。中国にとって ASEAN の大国であるイ
ンドネシアに大きな足がかりを得ておくことは，
一帯一路戦略を展開する上で非常に重要であり，
したがって高速鉄道整備は是が非でも受注した
い案件であるという見方も可能であろう。一方，
インドネシアにとって，中国は重要な貿易相手
国でもあり，投資も急増していることから経済
関係を深めることへのメリットは非常に大きい
というのが，政府や財界の見解である。
5．2　受注への政府による日中提案の却下と中
国の再提案による高速鉄道の受注
　こうした背景などを踏まえ，中国の受注まで
を時系列で辿ると，以下のようになる。
　ジョコウィが事業可能性調査に署名したのが
2015年 3 月27日で，同年 4月には入札書をイン
ドネシア政府へ提出している。同年 8月には事
業可能性調査（F/S）をジョコウィへ提出した
が，同年 9月 3日にジョコウィは日中両国の提
案を断るとともに政府の方針を明確にした。し
かし，プロジェクトは国家予算を使わないなら
ば継続可能であるとした。この時，このプロ
ジェクトは高速ではなく中速鉄道に変更するべ
きとの談話も発表している。そして 9月22日，
中国の提案をインドネシア政府は大統領及び閣
僚による非公開会議において中国の提案とする
ことを決定したのである46）。
　しかし，その間にも重要な動きがあった。
ジョコウィが訪中した翌月の2015年 4 月22日，
習近平国家主席がインドネシアを訪問しジョコ
ウィと会談を行なったことが伝えられたが，そ
の内容は，ジョコウィが高速鉄道建設に対して
あらゆる実現努力を習近平に求めたこと，そし
て両国の国営企業による基本合意書に署名を行
なったという点で驚くべきものであった47）。
　協力署名は事業可能性調査の継続実施とその
ための資金調達を対象とするものとは言え，こ
れは両国による事実上の建設合意と判断してよ
い。しかも，基本合意署名に両国の企業が参加
している時点で，すでに両国による具体的な取
り組みがなされていることがわかる。インドネ
シア政府による正式決定は2015年 9 月22日に行
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なわれ，その後，複数の鉄道及び銀行により構
成される中国の国営企業と，インドネシアの国
営企業の合資によって，インドネシアに新会社
すなわちインドネシア中国高速鉄道会社（PT.
Kereta Cepat Indonesia China: KCIC）を設立
して建設を主導してゆくのであるが，この 4月
の時点で建設枠組みもほぼ確定していたものと
思われる。なお，政府による正式決定の前の
2015年 9 月18日，リニ国営企業大臣は，中国側
の提案を選択することに変わりないと述べてい
た48）。
　一方，日本の取り組みは，中国のそれより長
い準備がなされていた。その取り組みを時系列
でみると，高速鉄道の実行可能性予備調査が50
万ドルの無償援助で2011年11月に開始している。
2012年 2 月にはこの予備調査の継続のためにさ
らに50万ドルが追加された。2014年 1 月には実
行可能性調査第一段階が JICA の無償資金援助
305万にドルで開始した。2015年 3 月27日に中
国も実行可能性調査に加わるなど，日中による
動きが活発になってくるのが 4月以降である。
同年 4 月に JICA は経済担当調整大臣府へ実行
可能性調査の結果を伝えた。同年 7－ 8月にか
けて安倍内閣総理大臣補佐官和泉洋人がジョコ
ウィと面会するとともに，同年 8月に同補佐官
は，政府保証を50％にするなどの修正案を提出
した。その後9月3 日に日中案が却下され，同
22日に中国案に決定したことを受け，その翌日
の23日に経済調整大臣ダルミン・ナスティオン
（Darmin Nasution）は在インドネシア大使館大
使に対し，高速鉄道はさらに継続するが中速鉄
道で行なうことを伝えた。そして28日，安倍内
閣総理大臣に面会する特使として国家開発計画
相ソフヤン　ジャリル（Sofyan Djalil）は，国
家予算を伴う高速鉄道建設を行うことができな
いことを日本政府へ伝えた49）。
　結果として日本は受注に至らず，日本政府の
失望も大きかったようである。しかしそれは，
日中の戦略の違いでもあり，インドネシアの求
めるニーズに合致しなかったことによるもので
ある。日本の提案は政府のインフラ輸出戦略で
も掲げられているように，社会資本形成を通じ
経済社会の繁栄に資するものであることを強調
している。従って日本のいうインフラ整備は経
済協力の一環として，またインフラビジネスと
して日本の成長戦略につなげようという目的も
ある。ただ，確度の高い受注を目指すという点
では，課題が残る結果となった。
　このように中国と日本が競う形となった高速
鉄道であるが，受注のポイントは2015年 9 月 3
日に，日中両国より提出されていた提案書を大
統領が却下したことにある50）。ここに政府の強
いメッセージが込められている。内閣官房が発
表した資料によれば，大統領による提案却下に
よってこの計画が白紙化したわけではなく，政
府が求める条件を明らかにした上で高速鉄道整
備を行うとした。 1点目は国家予算を投入せず
国営企業に委ねること， 2点目は政府保証を付
与しないこと，そして 3点目は国家予算に負担
を与えない企業間取引（Business to Business: 
B to B/Kerja Sama Bisnis）で行うことがそれ
である51）。
　政府は民間部門が参入した場合の規制者とし
てのみ行動し，このプロジェクトには直接関与
しない立場を改めて明らかにした52）。
　中国は提案却下後も動じることなく，すぐに
新たな提案を行なった。そのポイントは，両国
の国営企業（BUMN）が設立する合弁会社に
よって鉄道建設から運営を行なうこと，融資は
中国開発銀行（CDB）が全額を融資する，政
府から財政的支援や政府保証は求めないこと，
また車両の製造工場やアルミなど，鉄道整備に
必要な産業の設立，さらに駅周辺開発などが政
府の意を汲んだ提案として判断された。
　日本は明らかにその技術やオペレーションシ
ステムや安全基準において優位であった。しか
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しインドネシアが求めていたのは，この巨大プ
ロジェクトを整備する上で必要となる資金をい
かにして調達するかという点にあった。その点
で中国が申し出た資金調達の提案は，中国開発
銀行からインドネシアの国営銀行への融資を取
り込むことにもなるという点で，より魅力的で
もあった。
　インドネシア政府は日本政府に対して求める
条件に合致しなかったことを伝えたのみであっ
た53）。しかし，これまでの考察を踏まえて述べ
るならば，次の点が指摘できるかもしれない。
一点目は，これまで数年間における日本政府に
よるインフラ整備の遅れに対するインドネシア
政府の不満の表れではないかということ，二点
目は，日本の進め方は過度に慎重であると受け
止められていることから，プロジェクトの計画
から実施に至るまでに長い時間を要していると
いう点である。中国は，低コストで完成までの
工期の短さ及び資金を容易に調達できる点を積
極的に提案し，受注獲得に結びつけたといえる。
　ただし，受注に至るまでのプロセスは透明感
に乏しいものであったと言わざるを得ない。
6．　建設に向けた取り組みと課題
　建設に向けた取り組みは，インドネシア政府
が条件とした B to B スキームによって開始し
た。両国はコンソーシアムの設立による早期事
業化を目指した。インドネシア側は早速，国営
企業 4社によるコンソーシアムを結成し，社債
発行など資金調達について規定を定めた54）。こ
の国営企業 4社を代表するのが PT.Pilar Sinergi 
BUMN Indonesia（PSBI，2015年10月設立）で
ある。中国側も金融機関や鉄道会社を含む 5社
によるコンソーシアムを設立し，この 5社を代
表するのが China Railway International.Co.Ltd
である。その後，PSBI は両国のコンソーシア
ムによる合弁事業契約に調印し，それにより設
立された会社が KCIC である。
　そこで明らかとなったことは， 2点である。
1 点目は，KCIC が高速鉄道の建設管理を代表
する会社であること， 2 点目は，ファイナン
シャル・スキームの決定である。この点につい
て総工費約51億ドル（78兆ルピア）のうち，中
国開発銀行（China Development Bank: CDB）
による融資が75％，両国のコンソーシアムによ
る株式発行などによって25％を調達するとした。
なお，この25％の内訳はインドネシア側が60％
を中国側が40％を負担するものである。融資は
KCIC に対して行われる。
　なお，総工費の75％の融資の中身について中
国案は，10年の無利息かつ支払猶予期間を設け
るとともに，利息は固定金利とし，60％を米ド
ルで年 2％，40％を人民元で年3.46％とした，
計40年の融資を CDB より得ることになる。一
方日本案は，総工費の75％をインドネシア政府
が負担し，残りの25％は JICA を通じた融資で
ある。具体的には10年の無利息かつ支払猶予期
間を設けるとともに，利息は年0.1％の固定金
利とし，計40年の融資提案であった55）。インド
ネシアは中国の提案を受け入れたが，日本の
ODA よりも非常に高い利息で融資を受けるこ
ととなる。
　融資スキームも決定したことで，早期着工に
弾みをつけたい KCIC にとって，起工式は重
要なセレモニーである。そのための準備はまさ
に急ごしらえであった。PSBI が，2015年12月
よりワリニ地区から工事を開始する準備を明ら
かにしたこと56），KICI が起工式直前の 1 月12
日に同地区の路線建設許可（ 5キロ）を運輸省
から得たこと，さらに同20日に環境森林大臣に
よる環境許可など，最低限の許認可を得て21日
に起工式が行なわれた。
　特に，建設許可について運輸省は，規制者と
して一つでも条件を満たさない限り，事業許可
を付与しないとの強硬姿勢で臨んでいた57）。そ
の後，運輸省は KCIC に対し高速鉄道開発許可
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を付与したが（2016年 8 月），すべての書類提
出が完了したわけではなかった。運輸省は，土
地収用や建設立地にかかわる技術的手続きや詳
細を明確にする必要があるとした。その最大の
課題が土地収用であるが，運輸省によればコン
ソーシアムによる管理地が59％で，残りは民間
地だとして，KCIC に対し収用完了目標を与え，
その期限を2017年12月とした58）。しかし2017年
9 月末の時点で，収用率は54.5％にとどまって
いる。
　着工が遅れている背景には，収用に多くの時
間と費用が発生していることや，軌道建設予定
地の土地調査とその確定作業に時間を要してい
ること，さらに，各地域の空間法に基づく開発
計画許可を得るための交渉も自治体と継続して
いるなどの事情もある。何より，課題解決のた
めの融資資金が CDB より執行されていないこ
とが大きい。起工式以降，着工に向けた大きな
進展もなく，その間に土地収用問題のみがク
ローズ・アップされ続けた 1年余りであった。
　中国からの融資が正式に決定したのは，2017
年 5 月14－15日に開催された一帯一路国際協力
サミットフォーラムである。開催日の14日，習
近平との二国間会談後，調印式が行われ CDB
による45億ドルの融資がようやく決定した。な
お，この時点で総事業費が当初の55億ドルから
60億ドルに見積もられた。事業費の上昇は土地
高騰に伴う収用費用が予想以上であることや，
当初の計画になかったトンネル建設など，設計
の変更などによるものである59）。
　このように，十分な準備が伴わない中で見切
り発車した高速鉄道建設であるが，ここから何
が読み取れるであろうか。その一つは，ジョコ
ウィは例え見切り発車であっても，まずは建設
を前進させようと考えている点にある。すなわ
ち，受注が確定した以上，政府として建設の第
一歩を早期に前進させてゆくことが重要だとい
うことである。それは，例え書類が全て揃わな
くても，工事を開始できる具体的な状況に持ち
込むことが重要だと考えているように思われる。
スタートしてしまえば，工事は前進することが
でき，またそれによって未決の事案や課題も工
事を進めながら解決を図ってゆくことも可能だ
というスタイルが見えてくる。まずは，可能な
ところから出発し，そこで生ずる問題や課題を
進めながら解決してゆくのがジョコウィの政治
スタイルといえるものかもしれない。
　しかし，現実に土地収用の進展が鈍いこと，
CDB による融資執行が何度も延期されている
ことなど，建設工事の根幹にあたるこれらの課
題が大きく，着工を遅らせている。
　2017年 3 月から再開した工事は，同年10月の
時点で工事区間のわずか43キロに届く程度であ
る。融資についても，これまで何度も中国側か
ら執行の意向が伝えられたが，いずれも執行さ
れていない60）。そのため，工事は主としてコン
ソーシアム企業の資産によって行なわれている
状況にある。土地収用が完了しないと執行しな
いということが CDB より伝えられているが，
国営企業大臣のリニは「CDB は100％の土地が
収用されることを求めているわけではなく，建
設予定地の位置が確定され，再び変更されない
ことを求めている」と苦しい弁明に終始してい
る61）。
　融資が実施されないことによる工事の遅延は，
後述の現地視察からも明らかであり，KCIC と
中国との折衝にあたるリニ大臣もその都度，執
行される旨の情報を出すが，結局は延期されて
おり，政府内からも建設に対する批判も出始め
ている。
7．　ジャカルタバンドン高速鉄道の進捗
について
7．1　視察地点は本格的な工事に至らず
　今回の視察は2017年 3 月に続くものであ
る62）。その目的は，コンソーシアムが目標とす
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る2019年末の鉄道完工の可能性を確認すること
にある。 3月の訪問では，ジャカルタ側の発着
駅となる東ジャカルタのハリム駅（Stasiun 
Halim）建設予定地で空軍隊員と周辺住民への
聞き取りを， 9月の訪問では，ハリムとともに
新駅となる西ジャワ州ワリニ駅（Stasiun 
Walini）及びバンドン側の発着駅となるバンド
ン県トゥガルルアル駅（Stasiun Tegal Luar）
周辺について視察を行った。ともに極めて短期
の実態調査ゆえ，その全体像を詳細に描写する
に至らなかったが，主たる現場の進捗を確認で
きた点は有益であった。
　 2回の視察を通じて確認できた点は，次の 3
点である。 1点目は，ハリム空軍基地周辺の土
地は軍との交渉で取得がほぼ完了しているもの
の，工事は全くといってよいほど進展がなかっ
た。移転を余儀なくされる空軍隊員と周辺住民
の移転先と居住建設の目途が立っていないこと
が大きな理由である。 2点目は，トゥガルルア
ルの動きも全くなかったことである。 9月訪問
でトゥガルガルから近いグデバゲ駅 （Stasiun 
Gedebage）の駅長に聞くと，建設工事計画書
すら伝えられていないとのことであった。そし
て 3点目は，建設区間で最も進捗しているとさ
れるワリニ駅及び周辺工事も，軌道・トンネル
工事のための整地工事が行われているのみで
あった。ワリニはジョコウィによる起工式が行
なわれた場所である。工事が先行している理由
は，この土地が国営農園会社所有であることが，
土地取得を容易にし，着工に先鞭をつけること
ができると考えられたからである。
7．2　空軍隊員家族及び地区内住民の移転が課
題のハリム
　東ジャカルタに位置するハリムは，ハリム・
ぺルダナクスマ国際空港（Bandar Udara 
Internasional Halim Perdanakusuma）があり，
空軍基地のある地区として知られる。このハリ
ム空港は1985年にスカルノ・ハッタ国際空港が
開港されるまで，中心的役割を担っていた。ス
カルノ・ハッタ国際空港の運用開始以降，ハリ
ム空港は空軍やチャーター機の利用がなされる
程度であったが，政府の民間利用による輸送力
強化策により，2014年にガルーダ航空グループ
のシティ・リンク（Citilink）が就航している。
また，海洋水産大臣スシ・プジアストゥティ
（Susi Pudjiastuti）が経営するスシ・エア（Susi 
Air）も，この空港から発着しており，大統領
や政府要人の発着もこの空港を使用している。
　 3月及び 9月の視察でも工事開始の動きは全
く見られなかった。空軍関係者への聞き取りで
判明した遅延の最大要因のひとつが，空軍官舎
の一部が移転を余儀なくされ，その目途が立っ
ていないことであった。
　この時点で移転が必要な住宅は少なくとも
250戸あり，その他にも学校などいくつかの公
共施設や建物がある。これらを空軍基地の他の
空き地に移転し，計408の住宅と 3 つの建物を
新築する予定である。この移転費用は5,000億ル
ピアと見積もられ，移転は11月に終わる予定だ
という。空軍側は開発が始まる前に移転完了を
求めているとのことであった63）。この地区の開
発計画は，2017年 2 月24日に空軍とコンソーシ
アム企業との間で共同声明文書が交わされてお
り，これから工事が本格化すると思われる64）。
　ハリム地区のチピナン・ムラユ（Cipinang 
Melayu）の住民所有地の取得については，
2017年10月に完了すると述べていた。ハリム駅
は空軍が所有する14ヘクタールの土地を利用す
る予定で65），その後， 3ヘクタールの土地を取
得したとの報道がなされた66）。
　以上のことから，ハリム地区では，収用と移
転を同時に進めねばならない。すなわち，移転
に伴う補償問題と代替地となる空軍隊員家族や
地区住民の住居建設を行ないながら，新駅建設
という難しい課題を抱えているのがハリム地区
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の現状である。なお，KCIC によれば，ハリム
高速鉄道駅はハリム空港に近いことから，公共
交通指向型開発（Transit Oriented Development: 
TOD）を組み合わせた交通結節点としての役
割が期待されるという67）。
7．3　整地工事が続くワリニ
　ワリニは西ジャワ州政府が管轄する西バンド
ン県に位置し，良質の茶を生産する地域として
知られている。筆者らは 9月14日及び15日の両
日にかけ，現場を訪れた。ワリニはジョコウィ
による起工式が行なわれた場所であり，国営農
園所有地だったこともあり，最初に着工を開始
した場所でもある。
　筆者らが視察したのは，起工式が開催され新
駅建設が予定されているワリニ地区のマスワ
ティ（Maswati）村である。インドネシア人の
工事現場監督に聞くと，この村の住民との交渉
事案は 1件のみとのことで，用地問題について
はほぼ解決されていると見てよいと思われる。
しかし，工事は起工式から 1年半を経過した現
在も大きな動きはなく，地元紙が使用する現場
写真と大差のないものであった。新駅建設のた
めには600メートル前後の長いトンネルと橋梁
建設を行なう必要があるが，傾斜した地形が連
続しており，整地作業に時間を要しているとの
ことであった。これから本格化する工事に伴い，
現在約50名近くの中国人技術者の数はさらに増
えるという。
　一方，国営農園企業の土地売却に伴う茶及び
ゴム栽培に従事する地域住民の雇用については，
ワリニ地区の別の国営農園での雇用が可能であ
り，その調整もほぼついているという。
　地域の変化については，この地区が自然豊か
で茶の栽培で知名度もあることから，建設計画
が公表されて以降，地元開発業者のみならず米
国などの投資家も関心を寄せているという。新
駅周辺開発ついて KCIC は，ハリム駅と同様
に公共交通指向型開発を計画しているという。
マスワティ地区には新駅と在来線の新マスワ
ティ駅の新設とともに，高速道路インターチェ
ンジも設置して新駅とのアクセスの円滑化を図
るとしている。また駅周辺を 3つのゾーンに分
け，地域の活性化を促進する開発を意図してい
る。新駅のある西ワリニ地区は，駅の利便性と
魅力を高める各種の都市サービス及びビジネス
センターを，東ワリニは，ビジネスパークとし
て大学を誘致した知識集約型地区として，そし
てパングレジャ（Panglejar）地区は，健康及
び医療支援を目指したヘルスケアとウェルネス
を中心に整備する計画である68）。
　KCIC によれば，ワリニ地域における国営農
園所有の土地は約2,900ヘクタールで，新駅開
発のために必要とされるのは，そのうち1,720
ヘクタールである。その後，3,000ヘクタール
の新たなまちづくりのための開発を行う予定だ
と述べている。西ジャワ州知事のアフマド・ヘ
ルヤワン（Ahmad Heryawan）も周辺地区の開
発を支持しているという69）。広域的な開発が計
画されているワリニ地区であるが，周囲を山林
で囲まれた地区を，新駅を中心とした新たなま
ちづくりを創造することで，地域間の連結性が
高まることが期待される。
7．4　終着駅 Tegalluar 駅
　トゥガルルアルはバンドン県 Bojongsoang
郡 Tegalluar 村にあり，バンドン市中心部から
約18キロの地点にあり，田園風景が広がる農村
である。 3月及び 9月の視察を通じて工事は全
く行われていなかった。しかし開発に必要な土
地収用が進展し，トゥガルルアル駅及び周辺整
備に計画されている430ヘクタールのうち，
50％の用地収用が完了していることを確認し
た70）。
　視察で確認しておきたかった点の一つが，終
着駅の確認である。現地報道では，グデバゲか
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トゥガルルアルかについて明確でなかった。在
来線の車両基地でもあるグデバゲ駅で確認した
ところ，トゥガルルアルであるとの回答を得
た71）。西ジャワ州知事によれば，終着駅の決定
通知は2015年12月 2 日になされたが，2015年 1
月21日にジョコウィ大統領によるワリニでの起
工式で確定したと述べている72）。
　訪問で興味深かったのは，トゥガルルアルが
高速鉄道新駅の建設場所だということを，昨年
（2016年頃）まで知らなかったという農民や住
民がいたことである。しかし建設には歓迎の意
を示す住民が多く，他の地域で生じているよう
な反対運動はみられないとのことであった。た
だ，補償はまだ始まったばかりで，KCIC が提
示する額が低いので売却をしていない人が多い
とのコメントを得た。整備計画の詳細について
もグデバゲ駅長にコメントを求めたが「トゥガ
ルルアル駅が終着駅であることは間違いないが，
コンソーシアムからブループリントさえまだ得
ていない。具体的に分からない」とのことで
あった。
　トゥガルルアルはグデバゲ郡東部に隣接する
小さな村であるが，Purbaleunyi 高速道路に非
常に近く，幹線道路である Soekarno-Hatta から
わずか 6キロの地点にある。また，グデバゲ高
速インターチェンジ開発プロジェクトもあるな
ど，道路開発への期待も大きい地区である。一
方，鉄道についての懸念は，そのアクセスであ
る。新駅建設に伴う乗客の利便性向上のために，
接続する交通インフラの必要についても議論が
なされていることがわかった。西ジャワ州知事
は軽量軌道鉄道（Light Rail Transit: LRT）によ
る鉄道による接続が望ましいとの見解を示し
ていた。一方，インドネシア鉄道会社（PT. 
Kereta Api Indonesia: KAI）は高速鉄道利用客
のアクセスのために，トゥガルアル駅から
Cimekar 駅へ接続するルートを建設する予定だ
という。KAI によれば，トゥガルアル駅から
Cimekar 駅まではわずか 2－ 3キロであり，こ
れによってバンドン駅につながるという。その
ための土地収用は KAI がすべて行なうという。
LRT という方法もあるが，通常軌道であれば 1
キロあたりの建設コストが1,000億ルピアであり，
会社として整備は可能だと述べている73）。
　なお，KCIC によれば，トゥガルルアル地区
は公共交通指向型開発区として高速鉄道を通じ
西ジャワ経済の中心へ統合される活気に満ちた
新たなビジネスとライフスタイルを目指したま
ちづくりを意図しているという。トゥガルアル
駅と周辺開発に必要とされる430ヘクタールの
土地の多くが水田であり，この土地を KCIC
が構想する計画に利用されることとなる。
7．5　課題は土地収用と工事資金（融資）
7．5．1　土地収用と執行されない融資
　以上の現場視察から，2017年 9 月の時点にお
いて確認したことは，次の 3点である。
　 1点目は，整地作業にとどまるものの，工事
が行なわれているのはワリニ地区のみであるこ
と， 2点目は，着工開始に必要な土地収用が依
然として遅れていること，そして 3点目は，建
設費用の75％を融資する CDB からの融資がま
だ正式に執行されていないことである。
　本格的な着工開始に至らないのは，土地収用
資金の手当てが非常に厳しい状況にあることが
最大の要因である。しかも頼みの融資は土地収
用を完了させた後に執行すると CBD より伝え
られており，現在の工事はコンソーシアムを形
成するインドネシア国営企業及び中国企業によ
る資金で手当てがなされているのが現状である。
その多くはインドネシア側のコンソーシアム企
業によるものである。
　CDB による融資執行については，2017年に
少なくとも 3回，執行するとの報道がなされた。
融資の第一段階として 5億から10億ドルを執行
するとのことであったが，いずれも執行されて
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いない。2017年 9 月時点で54.5％という収用の
低さが融資を遅らせているとみられる。鉄道建
設に必要となる約600－700ヘクタールの土地の
うち，80％から82％の収用が完成したとの報道
もあったが74），虚偽の報告との指摘もあった。
その一方で，プロジェクト沿線地域の地価が急
騰しており，国有地以外では住民との土地売却
交渉が難航している。収用が進展しない理由は，
高額での売却益を意図した民間土地所有者によ
る交渉の長期化があるが，路線確定のための地
盤及び耐震調査やそれに伴うルート変更などに
より，用地確定に多くの時間を要しているのも
遅れの要因となっている。特に，西ジャワ州で
は大幅な遅れが生じていた。高速鉄道が通過す
る地域は 8つの県と市を含む西ジャワ州が最も
多いということ，また標高の高い地域が多く地
盤調査などの測量に基づく用地の確定に時間を
要したからである。この作業はコンソーシア
ム企業 4 社を束ねる PT.Pilar Sinergi BUMN 
Indonesia と西ジャワ州が行ってきた。収用は
計6,786の区画（670ヘクタール）で該当区画に
住む5,580人の個人及び企業が対象となり，
2017年 8 月11日の時点で用地確定は78％となっ
た75）。その後，収用区画が増えたことから7,464
箇所（報道によって7,400箇所）となったが，
建設準備のための用地がようやく確定した（2017
年 9 月）76）。
　用地が確定することで，その取得に向けた取
り組みが可能となる。土地空間計画省（Agraria 
dan Tata Ruang atau Badan Pertanahan Nasional: 
ATR/BPN）による土地取得許可書の交付など，
一連の手続きを行うことが可能となる。
　一方，土地取得後の開発は当該地域が定める
都市計画に合致した方法で行う必要がある。取
得した用地は高速鉄道駅および周辺開発のため
に利用することになるが，その詳細を空間計画
（Rencana Tata Ruang）として当該自治体へ提
出することが求められている。空間計画は，空
間計画法77）が定める州及び県／市による空間
計画（Rencana Tata Ruang Wilayah Provinsi/
Kabupaten/Kota）である78）。
　空間計画は自治体ごとに策定され，将来にわ
たる地域及び都市づくりを経済，社会・文化及
び環境の面から支援ないし規制してゆく都市計
画の基本である。コンソーシアムは当該地域の
自治体へ空間計画を提出し，許可を得ることが
必要となる。このように，用地の収用が完了し
たからといって，すぐに建設が開始されるわけ
ではないのである。
7．5．2　インフラ整備と土地収用規定
　これまでの考察から，鉄道建設における最大
の課題が用地の取得にあることが明らかとなっ
た。これは，どのプロジェクトにも共通する課
題である。インドネシアでは土地を強制的に収
用することはできないことから，課題解決のた
めに実効性を伴う法的な支援が不可欠となる。
　インドネシアの土地をめぐって問題となるの
は，近代的かつ統一的な法律体系を構築してい
るなかで，一部のイスラム法やオランダ法のよ
うに不文法のごとくアダット（Adat：慣習法）
が現在も残っていることが土地取引交渉を難し
くしている。一方で，法律の近代化を目指して
1960年に土地基本法が制定されたものの，土地
収用の手続きを詳細に定めたわけではなかった。
従って，法律は存在するが実際の運用では，課
題の多い法律であった。実効性に乏しい法の存
在が政府プロジェクトの障害となっていたこと
から，2000年代に入りようやく，土地収用およ
び調達にかんする大統領令などの法律が発令さ
れるようになった。2005年 5 月には公共利益の
開発実施のための土地収用にかんする大統領令
（いわゆる「旧土地収用法」）が公布され，土地
収用規定が明確化された79）。
　2012年 1月には「新土地収用法」が制定され，
政府が行なう用地の取得について詳細に定めら
れた80）。特に，収用とその後の手続きが詳細に
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定められ，国家土地庁が収用の窓口となり（第
27条），土地収用審査のための独立した鑑定人
と補償付与算定を明記するとともに（第31－36
条），補償決定交渉を期限付きとした（第37条）。
補償交渉協議が合意に至らない場合は裁判に訴
えることができること（第38条）や土地収用の
資金源の原資は国家／地方予算とすること（第
52条）などが定められた。この法律は，公共事
業用地の取得手続きとして，計画，準備，実施
及び権利の移転という 4つの過程（第13条）を
定めた点に大きな特徴がある。
　さらにこの法律を補完する法律やガイドライ
ンなどの細則が大統領や国家土地庁官令も同年，
定められた81）。また，政府機関が直接土地収用
を支援するために，土地空間計画省（ATR/
BPN）が設置された（2014年）。
　このように，土地収用を前進させる法的枠組
みに大きな前進がみられたが，現実は利害関係
者との調整など，非常に困難かつ時間のかかる
取り組みである。一般に，プロジェクトの入札
段階で土地が供給されている案件は少ないこと
に鑑みると，その収用をいかに速やかに完了さ
せるかがポイントである。インフラ案件の大半
は，受注後，本格的な土地収用が開始する。地
域住民の土地がプロジェクト建設用地となった
場合，反対によって収用に遅れが生じたり，多
額の補償が要求されるなど，そのためのコスト
は時間経過とともに大きくなり，着工もまた遅
れることとなる。その結果，建設工事への出資
や融資に関する合意を双方で締結するファイナ
ンス・クローズ（Finance Close）に至らない
ということもあり得る。
　いずれにせよ，建設着工の鍵は，土地収用の
スピードを速めて CDB からの融資を早く執行
できるような状況に持ち込むことが求められる。
西ジャワ州における収用案件については，自治
体の長が調整役として大きな役割を果たし，用
地の確定と取得に大きな前進をもたらした。こ
うした事例は，プロジェクトに対し協力的であ
るという前提つきであるが，用地取得を円滑に
進める上で参考になろう。
お　わ　り　に
　前政権からの長期にわたる高速鉄道整備計画
は政権交代に伴う開発政策の変更によって，前
政権で合意された計画から大きな修正がなされ
た。ジョコウィ政権は，高速鉄道は重要ではあ
るが政府が優先的に取り組むインフラ案件では
ないと判断していた。
　こうした状況を救ったのが中国といえるかも
しれない。受注までのプロセスは不透明な部分
も多かったが，経済成長の続く両国の接近は自
然なものであり，その延長線上で，高速鉄道整
備について協議が行われてきた。プロジェクト
に対するインドネシア政府の態度は一貫して厳
しいものではあったが，中国はそれに動じるこ
となく受注を獲得した。
　本稿の考察から得られた成果は，ジョコウィ
政権の中核を成すインフラ政策の現状と課題の
把握とともに高速鉄道プロジェクトを取り上げ
たことで，両国の経済関係を考察する契機を与
えた点にある。
　中国による高速鉄道受注は，二国間の経済関
係を一層深化させる契機となる。一方で中国に
とって高速鉄道受注には戦略的な意図がある。
それは中国の掲げる広域経済圏構想としてのシ
ルクロード構想に関わるものである。習近平は
2013年 9 月に「シルクロード経済ベルト」構想
を，その翌年インドネシアで「21世紀海上シル
クロード」構想を公表し，この 2 つのシルク
ロード構想は，その後「一帯一路」（BRI）と
して推し進めている。
　この取り組みは鉄道，海運，道路等の物流イ
ンフラを強化することで，今後力強く成長する
新興市場を結ぶことで，新たな地域共同体の実
現を目指している。一帯一路は経済協力政策と
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して提唱されているが，その戦略的意図を読み
取ることが重要である。
　こうした点を踏まえ，高速鉄道建設の行方を
見るポイントとして，2点を指摘しておきたい。
1点目は，中国が互恵的な協力とビジネスの立
場からこの整備計画を推進しているのか，ある
いは BRI を支える戦略の一環として中国が戦
略的な優位をインドネシアにおいて確立しよう
としているのかにある。 2点目は，遅々として
進展しない状況を，両国がどのように乗り越え
てゆこうとしているのか，という点である。現
在のところ，土地収用が中国の意図するように
進展しないことで，両国が合意した CDB によ
る融資が執行されない状況が続いている。イン
ドネシア側も約束が実行されないことへのいら
立ちもあり，この遅々として進まない状況をど
のように両国が乗り越えてゆくのか，あるいは
この状況がすでに何らかの政治的な駆け引きの
場となっているのか，いずれにせよ，この状況
を打開しないと本格的な着工に至らないのであ
る。日本は，その動向を見据えることで，確度
の高い受注戦略の構築に役立つであろう。
　一方で日本が受注に至らなかった点について
も見ておく必要がある。
　筆者は，結果に拘泥する必要はないと考える。
今回の案件から得た教訓があるとすれば，それ
を徹底的に分析し，次につなげることが重要で
ある。日本は，インドネシアの経済開発計画に
沿い，経済開発を支えるインフラのもつ本来の
役割を果たすことが重要だと考えている。事業
可能性調査の承認を受けると，日本はあらゆる
面から時間をかけ徹底的に実施してきた。この
真摯な取り組みが政府の掲げる質の高いインフ
ラにつながる要素でもある。
　日本はインフラ構築が戦後の経済発展におけ
る大きな下支えとなったことを認識しており，
それはものづくりに繋がる日本の哲学とも言う
べきものである。質の高さが意味するのは，厳
しい環境下で長期の使用に耐え，国民が利用し
やすいものであることが，結局は安く済むとい
うようなものであろう。日本は世界でも自然災
害が多い国として，そのリスクに立ち向かいな
がら経済的な繁栄を達成してきた。こうした経
験は，どのインフラであっても生かされるもの
であろう。制約された条件のなかでもベストを
尽くそうというのが，日本の姿勢である。
　しかし日本は幸いにも，いくつかの大型案件
を抱えている。一つ目の案件は，ジャカルタ・
スラバヤ鉄道再生プロジェクト（総投資額が78
億ドル／約102兆ルピア）で，インドネシア政
府と事業可能性調査を実施し，2018年 4 月に正
式なプロジェクトとして実施する予定である。
二つ目は，すでに日本が受注し国内最大規模の
貿易港開発として建設が進められている西ジャ
ワ州のパティンバン港の建設である（総投資額
は30億ドル／約40超ルピア）。そして三つ目は，
セマラ鉱区ガス田の権益延長である。パティン
バン港開発については，11月13日にインドネシ
ア政府に対する総額1,189億円の円借款の交換
公文の署名を行うとともに，国立ガジャ・マダ
大学（Universitas Gadjah Mada）への産学連携
施設の整備計画の円借款供与（約83億円）の文
書交換も行われた。
　このように，日本の協力による多様なインフ
ラ整備がインドネシアで展開している。これら
は一例に過ぎないが，受注金額の多寡にかかわ
らず，経済社会の広範な領域における協力体制
が構築されているのが日本の強みであり，政権
が変わっても引き継がれ，実施されている。
　最後に，ジョコウィの日本に対する見方は変
わったのかどうかという点について，若干言及
して，本論を閉じたい。日本の一部のメディア
では高速鉄道整備を中国が受注したことについ
て，ジョコウィが中国寄りの姿勢に変わったと
する論調が見られた。しかし，これまでの考察
を踏まえると，ジョコウィの態度や姿勢は一貫
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していたと考えている。
　それは，プロジェクトに優先性が認められな
いならば，中断や白紙もあり得るという強い姿
勢からも読み取ることができる。自国の発展に
資する投資であれば特定の国に偏らず，多様な
国からの投資を受け入れに反対する理由はない。
新興国として存在感が高まってきたインドネシ
アに対し，世界が注目するのは当然のことであ
る。中国からの投資も鉱物資源を中心に急増し
ており，投資の幅が広がることに政府も財界も，
歓迎している82）。
　ジョコウィはインドネシアの経済発展と繁栄
のためには何が必要か，またそれを具体的にど
のように実現してゆくかについて，十分な理解
があるように思われる。その考えは，2015年 3
月の日中訪問において，分かりやすい形で示さ
れているように思われる。この訪問は日中に対
し，インドネシアへの積極的な投資を呼びかけ
るものであったが，日本に対しては工業分野，
特に自動車や機械分野への一層の投資を安倍首
相及び豊田章男社長をはじめとした財界に対し
て求めた。ゆえに，新幹線の話題に至ることは
なかった。それは，日本に対して求めるもので
はないというジョコウィの判断に基づくもので
あった。トヨタ本社での会談は，自動車輸出国
に向けた努力をして欲しいというメッセージで
あった。すなわち，経済を牽引する工業分野で
引き続き協力して欲しいというジョコウィの日
本に対する要望は，明確であった。
　一方，中国に対しては急成長するアジアの大
国として，北京の交通ネットワークの整備状況
や高速鉄道の建設実績から，インドネシアが直
面する課題を克服する上で，中国は非常に参考
になった。インドネシアはこうしたインフラの
一部を中国に対して要請したのも，それが戦略
的というよりもむしろ都市計画に取り組む上で
具体的なイメージを得やすかったからだと思わ
れる。高速鉄道については，両国で水面下での
交渉もあったことなどから，どちらがそれを強
く求めたかということよりも，両国の互いの利
益につながるよいタイミングに高速鉄道案件が
浮上し，両国が建設にあたっての条件整備を行
ない，その結果，受注に至ったと考えた方が自
然かもしれない。中国はその機会を見逃さず，
受注に向けインドネシアと協議を重ね，受注に
つなげていった。
　ジャカルタ・バンドン高速鉄道プロジェクト
は，本格的な着工までに時間を要することが予
想されるが，現段階でこのプロジェクトがどの
ような展開を見せるのか，明確ではない。しか
し，高速鉄道整備によって「ジャワ回廊」にど
のような影響を与えるか，特に沿線都市や地域
にとって，鉄道を軸とした経済開発への期待は
非常に大きい。一方，中国においては高速鉄道
整備という客観的事実が両国の経済関係をさら
に深化させる契機となろう。高速鉄道建設が両
国の関係をさらに深化させることは間違いない
と思われるが，今後，どのようなプロセスを経
て完工に至るのかを見守りたい。
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